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第 ０ ６ － １ ４ ２ 号  
２００６年１０月３１日 

平成１９年３月期 中間決算について 
ANA グループでは、本日１０月３１日（火）、平成１９年３月期中間決算の概況を取りまとめました。

詳細は別添の「中間決算短信（連結）」ならびに「個別中間財務諸表の概要」をご参照ください。 
 
１．平成１８年９月中間期の連結業績 
（１）連結経営成績 
①概況 
・当中間期においては、景気回復を背景として、ビジネス需要を中心とした旅客需要が堅調に

推移しました。競争力強化に向けた各種施策により、その需要を着実にご搭乗に結びつけた

こと、また運賃改定による単価の上昇などもあり、増収を確保しました。 
・原油価格は高水準で推移しており、引き続き運航コストの削減を中心に、影響を最小限に

とどめる努力を重ねていますが、燃油費が前年同期比４０．９％増になったことをはじめ、

費用増が増収額を上回り、営業利益は前年同期実績を下回りました。 

前中間期には、減損損失を計上したことなどから、当中間期では特別損益が改善し、当期純

利益は過去最高となりました。 
                                                      単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結経営成績】 平成１８年９月中間期 平成１７年９月中間期 増減 前年 
同期比(%) 

営 業 収 入 ７，５２８ ６，９０９ ６１９ １０９．０ 
営 業 費 用 ６，８４０ ６，２１３ ６２７ １１０．１ 
営 業 利 益 ６８７ ６９５ ▲  ８ ９８．８ 
営 業 外 損 益 ▲  １０７ ▲  １０１ ▲  ６ ―― 
経 常 利 益 ５７９ ５９４ ▲ １４ ９７．６ 
特 別 損 益 ▲   １１ ▲  １４７   １３６ ―― 
当 期 純 利 益 ３３２ １９７ １３５  １６８．８ 

 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

平成１８年９月中間期 平成１７年９月中間期 増減 
【セグメント情報】 

売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 
航 空 運 送 事 業 ６，２９３ ６０７ ５，７３３ ６２６ ５５９ ▲ １９ 
旅 行 事 業 １，０９０ ２４ １，０４１ ２６ ４８ ▲  １ 
ホ テ ル 事 業 ３３４ ３１ ３２３ ９ １１ ２２ 
そ の 他 の 事 業 ９９５ ２３ ９２８ ２９ ６６ ▲  ５ 

※連結子会社９８社  持分法適用非連結子会社５社 持分法適用関連会社１８社 
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②国内線旅客事業  
・他社の幹線への参入により競争が激化しましたが、本年４月搭乗分から全路線に導入した

新運賃「旅割」の積極的なプロモーションを行うなど、個人旅行の需要喚起を図りました。 
・「簡単・便利」をキーワードに展開を図ってきた「スマートｅサービス」を新システムの導入を

機にさらに進化させ、９月１日よりチェックイン不要の新しい搭乗スタイル「スキップサービス」

として国内主要２４空港で開始し、一層の利便性向上に努めました。 

結果として、前年の「愛・地球博」のような観光需要を喚起する要素が少ない中でも、旅客数、

収入ともに前年同期実績を上回ることができました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国内線旅客事業】 平成１８年９月中間期 平成１７年９月中間期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） ３，７２９ ３，５４３ １８６ １０５．３ 
旅客数（千人） ２３，３９３ ２３，２７２ １２１ １００．５ 
座席キロ（百万座席キロ） ３１，４６０ ３０，９２０ ５４０ １０１．７ 
旅客キロ（百万人キロ） ２０，４７１ ２０，３０３ １６８ １００．８ 
利用率（％） ６５．１ ６５．７ ▲０．６ ―― 

 

 

③国際線旅客事業  
・ビジネス需要を中心とした個人需要が堅調であったことに加え、旅行需要についても中国に

おける反日デモ等の影響を脱し、全体として好調に推移しました。 
・ビジネス需要を着実にとらえるべく、北米線への「Ｎｅｗ Ｓｔｙｌｅ Ｃｌｕｂ ＡＮＡ」導入を完了させ、
一層の快適性向上にも努める一方、関西－青島、厦門線では機材の小型化を図り、需給

適合を進めました。また、個人型運賃「エコ割」のプロモーションを積極的に展開しました。 
・本年６月２日の成田空港第１ターミナルビルへの移転を機に、スターアライアンス各社が

同ターミナルビルに集結することで、乗継時間を大幅に短縮させ利便性の向上を図るとともに、

「簡単・便利」を目指した「スマートｅサービス」やラウンジの充実などサービス向上に

努めました。 

結果として、生産量（座席キロ）の伸びを上回る旅客増、収入増を確保しました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【国際線旅客事業】 平成１８年９月中間期 平成１７年９月中間期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） １，３８２ １，１５２ ２３０ １２０．０ 
旅客数（千人） ２，２３９ １，９９９ ２４１ １１２．０ 
座席キロ（百万座席キロ） １２，８３９ １２，５９８ ２４１ １０１．９ 
旅客キロ（百万人キロ） ９，９９６ ９，２６３ ７３３ １０７．９ 
利用率（％） ７７．９ ７３．５   ４．４ ―― 
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④貨物事業 
・国内線では、景気回復に伴う荷動きの増加や本年２月より増便した深夜貨物便の好調なども

あり、輸送実績は堅調に推移しました。 
・国際線では、活発な荷動き動きに加え、北米路線の使用機材を貨物スペースの大きいボーイ

ング７７７型機へ変更したことも収入増に貢献しました。 

結果として、国内線、国際線それぞれで輸送重量、収入ともに前年同期実績を上回りました。 

（売上高の億円未満は切り捨て） 

【貨物事業】 平成１８年９月中間期 平成１７年９月中間期 増減 前年 
同期比(%) 

売上高（億円） １５１ １４５ ６ １０４．２ 
輸送重量（千ﾄﾝ） ２２４ ２１０ １３ １０６．４ 国内線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） ２１６ ２０４ １２ １０６．１ 
売上高（億円） ２８５ ２５６ ２９ １１１．５ 
輸送重量（千ﾄﾝ） １２８ １１８ １０ １０８．５ 国際線 
輸送量（百万ﾄﾝｷﾛ） ５７７ ５４３ ３４ １０６．２ 

 
 
（２）連結財政状態 
・航空機の購入による有形固定資産が増加する一方で、流動資産が減少したことにより、総資

産は減少しました。 
・負債の部では、借入金の返済や社債の償還を着実に進め、有利子負債を７，６７０億円に圧

縮しました。 
・自己資本は、新会計基準の適用によるデリバティブ取引にかかわる評価損益（２０５億円）の

計上と当期純利益の計上により増加し、自己資本比率は２４．０％となりました。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結財政状態】 平成１８年９月中間期 平成１８年３月期 増減 

総資産（億円） １６，３９４ １６，６６８ ▲２７３ 
自己資本（億円） （注１） ３，９３８ ３，４６３ ４７４ 
自己資本比率（％） ２４．０ ２０．８ ３．２ 
有利子負債残高（億円） （注２） ７，６７０ ８，４６３ ▲７９２ 
Ｄ／Ｅレシオ（倍） （注３） １．９ ２．４ ▲０．５ 
注１：自己資本は純資産合計から少数株主持分を控除しています。 

注２：有利子負債残高にはオフバランスリース負債は含みません。 

注３：D／E レシオ＝有利子負債残高÷自己資本 

＜参考＞ 

未経過リース料残高：２，９９８億円（前期末比＋３２１億円） 
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（３）連結キャッシュ・フローなどの状況 
・営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益５６８億円に減価償却費や

営業活動にかかわる債権債務の加減算を行った結果、１，１３８億円となりました。 
・投資活動によるキャッシュ・フローは、主に航空機取得による支出とリース化による売却、

また有価証券の売却の結果、３５５億円の支出となりました。 
・財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金返済や社債償還および配当金の支払いなど

により、８３８億円の支出となりました。 
単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【連結キャッシュ・フローなど】 平成１８年９月中間期 平成１７年９月中間期 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，１３８ ８６４ 

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲  ３５５ ▲  ４０１ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲  ８３８ ▲  ３７０ 

現金および現金同等物期末残高 ２，３７１ １，７３０ 

減価償却費 ４１６ ３６７ 

設備投資額 １，２２０ １，３４６ 

 
 
２．通期の見通し 
・景気回復の基調は継続し、航空需要は今後も堅調であることが見込まれていますが、原油価

格が今後も歴史的な高水準で推移することが懸念され、その動向が当社グループ経営に与え

る影響は引き続き注視していく必要があります。 
・収入面では、他社との競争が一層熾烈になることが予想される一方で、増収施策の展開なら

びに好調に推移した上期の増収額を背景に、当初予想を上回る見込みです。 
・費用面でも、引き続きコスト削減に向けた諸施策を展開していますが、燃料費の負担増に加え、

旅客数増に伴う販売関連費用の増加などにより、当初見込みを上回ることが予想されます。 

かかる状況から、平成１９年３月期の通期業績予想の一部を以下の通り修正いたしました。 

単位：億円（億円未満は切り捨て） 

【平成１９年３月期見通し】 修正予想 当初予想 
（４月２８日時点） 増減 

営 業 収 入 １４，５００ １４，２００ ３００ 
営 業 費 用 １３，７４０ １３，４４０ ３００ 
営 業 利 益 ７６０ ７６０ ０ 
経 常 利 益 ４７５ ４７５ ０ 
当 期 純 利 益 ２７０ ２７０ ０ 

以上 


